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Ⅰ．事業活動の概要 

 

１． 会社概要 

 

（１）事業者及び代表者名 

エバーグリーン 株式会社 

代表取締役 須 貝 和 正 

 

（２）所在地 

本社・工場 

新潟県村上市松沢 66番地 14 

 

（３）環境管理責任者  須 貝 和 正 

   事務局連絡先 担当者  石 田 由 紀 子 

   連絡先    TEL 0254-60-1050 

          FAX 0254-60-1055 

          E‐mail info_eg@kes-e.com 

          URL   https://kes-e.com/eg/ 

 

（４）事業活動の内容 

産業廃棄物処分業（中間処理） 

一般廃棄物処理業（中間処理） 

一般廃棄物処理業（収集運搬：積替保管に限る） 

木材チップ製造及び販売業 

    

（５）設立及び資本金 

   エバーグリーン 株式会社 

   法人設立 2001 年 12 月 27 日 

   資本金  5,000 万円 

  

（６）事業規模 

規  模 単位 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

売 上 高 百万円 128 124 98 101 

取 引 量 

ｔ 

15,598 16,285 12,193 13,153 

内受託産業廃棄物 2,724 2,429 1,649 1,818 

内受託一般廃棄物 319 521 511 299 

従業員数 人 5 7 6 7 

床面積 ㎡ 691 691 691 691 
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２．実施体制 

（１）組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）役割分担内容 

代表者 

・環境経営に関する統括責任 

・環境経営システムの実施に必要な人、設備、費用、時間、技能、技術者

を準備 

・環境管理責任者を任命 

・経営における課題とチャンスの明確化 

・実施体制の構築 

・環境経営方針の策定・見直し及び全従業員への周知 

・代表者による全体の評価と見直しを実施 

・環境経営レポートの承認 

環境管理責任者 

・環境経営システムの構築、実施、管理     

・環境関連法規等の取りまとめ表を承認     

・環境経営目標、環境経営計画書の承認     

・環境経営目標達成状況・環境経営計画実施状況の定期的な確認・評価・

指示 

・環境活動の取組結果を代表者へ報告      

・環境経営レポートの確認  

代表者 
代表取締役 須貝和正 

環境管理責任者 

代表取締役 須貝和正 

環境事務局 

担当者 石田由紀子 

破砕工場 
 

部門⾧ 駒沢 功 
2 名 

一般・産業廃棄物の中

間処理業務 

チップ工場 

 

部門⾧ 木村 忍 

2 名 

切削チップの製造業務 

        

車両及びスクラップ 

 

部門⾧ 駒沢 功 

2 名 

リサイクル業務 

チップ原料の運搬作業 
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事 務 局 

・環境管理責任者の補佐 

・環境負荷の自己チェック及び環境への取組の自己チェックの実施 

・環境経営目標、環境経営計画書原案の作成 

・環境活動の実績集計 

・環境関連法規等取りまとめ表の作成及び最新版管理 

・環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施 

・環境関連の外部コミュニケーションの窓口 

・環境経営レポートの作成、公開（事務所に備付けと地域事務局への送付） 

担 当 者 

・自部門における環境経営方針の周知 

・自部門の従業員に対する教育訓練の実施 

・自部門に関連する環境経営計画の実施及び達成状況の報告 

・自部門に必要な手順書の作成及び手順書による実施 

・自部門の想定される事故及び緊急事態への対応のための手順書作成試行・

訓練を実施、記録の作成 

・自部門の問題点の発見、是正、予防処置の実施 

全従業員 
・環境経営方針の理解と環境への取り組みの重要性を自覚   

・決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動へ参加   
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３．許認可等の概況 

 

（１）産業廃棄物処分業許可 

新潟県 

許可番号 
01521084381 事業区分 

産業廃棄物処分業 

（優良認定業者） 
有効期限 

令和 4年 6月 24 日 

令和 11年 4 月 23 日 

事業区分及び産業廃棄物の種類 

中間処理 種   類 能  力 

破砕処理 木くず 13.59ｔ/日（12時間） 

 

 （２）一般廃棄物処理業許可（中間処理） 

村上市 

許可番号 

R6 

処分第 3号 
事業区分 一般廃棄物処理業 有効期限 

令和 6年 4 月 1 日 

令和 8年 3月 31 日 

事業区分及び一般廃棄物の種類 

村上市内 種   類 

破砕処理 木くず及び木くずに混入する廃棄物 

 

（３）一般廃棄物処理業許可（収集運搬） 

村上市 

許可番号 

R6 

収第 15 号 
事業区分 一般廃棄物処理業 有効期限 

令和 6年 4 月 1 日 

令和 8年 3月 31 日 

事業区分及び一般廃棄物の種類 

村上市内 種   類 

収集運搬（積替保管に限る） 

・粗大ごみ（廃家電、家具類、健康器具類など） 

・不燃ごみ（小型家電類、ＯＡ機器類、消火器など） 

・可燃ごみ（プラスチック類、古布、古紙など） 

 

 （４）古物商許可 

新潟公安委員会交付番号 第 461010000718 号 交付年月日 平成 25 年 7 月 23 日 

行商の区分 す  る 

 

 （５）発電利用に供する木質バイオマスの証明に係る事業者認定 

新潟県木材組合連合会認定番号 新潟県木連(ﾊﾞｲｵﾏｽ)－014 有効期限 
令和 5 年 1 月 6日 

令和 8 年 1 月 5日 
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（６）エコアクション２１ 

環境省エコアクション２１ 認証・登録番号 0011697 有効期限 
2023 年 3 月 9日 

2025 年 3 月 8日 

 

（７）事業計画の概要 

社会経済活動で発生する再生資源物及び廃棄物（産業廃棄物及び一般廃棄物）

のリサイクル業務並びに中間処理業務を行うなかで、資源回収を積極的に進

め、循環型社会の構築に寄与します。 
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４．施設の概況 

 

（１）運搬施設 

運搬車両 最大積載量 台数 

ヒアブ付きトラック 6.2ｔ 1 

 

 （２）処理施設及び加工施設 

設備名称 能力 台数 

自走式破砕機 13.59ｔ/日 1 

チップ製造施設 104.5ｋW 1 

バックホー 0.7 ㎥ 1 

バックホー 0.5 ㎥ 1 

フォークリフト 3.0ｔ 1 

フォークリフト 3.5ｔ 1 

ショベルローダー 2.5ｔ 1 

 

 

（３）積替保管施設 

保管施設 面積 施設の状況 

屋外保管施設 1,200 ㎡ アスファルト舗装 

 

 

 

廃棄物処理フロー 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

  

一般廃棄物 

産業廃棄物 

返 品 

選
別
施
設 

チップ 

計 

量 

受
入
検
査 

事
前
選
別 

破 
 

砕 
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Ⅱ．環境経営方針 

 

エバーグリーン株式会社 

 

環境経営方針 

 

 エバーグリーン株式会社は、環境経営の重要性を認識し、企業としての社会

的責任を果たすため、環境経営活動を経営システムの一環として導入し、環境

負荷を低減させる取組と、より積極的な環境保全と持続可能な社会の構築に貢

献する。 

当社の業である木材チップ生産、一般廃棄物及び産業廃棄物処理を通じて木質

資源の有効活用を行い、持続可能な低炭素社会、循環型社会、自然共生社会の一

員となる企業経営を目指す。 

 

１．二酸化炭素排出量の削減 

 

２．水資源の保全 

 

３．廃棄物の削減及びリサイクル 

 

４．環境関連法規等の遵守 

 

５．環境経営の継続的な改善に努める 

 

 

環境経営活動を通じて社員の環境教育を始め、全員参画による環境経営活

動を実施し、市民として日常生活における環境保全活動に対応できる社員を

育成するよう注力する。 

 

改定日：2023 年 1 月 10 日 

改定日：2020 年 12 月 20 日 

制定日：2018 年 12 月 20 日 

 

エバーグリーン 株式会社 

代表取締役 須貝和正 
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Ⅲ．対象範囲 

 

 （１）対象事業所 

    全組織（本社・工場） 

 

 （２）適用業務 

    全活動 

 

Ⅳ．環境経営目標とその実績 

 

１．環境負荷の実績 

項目 単位 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

二酸化炭素総排出量 ㎏₋CO2 152,078 151,665 161,953 114,250 107,750 

受託産業廃棄物量 t 2,402 2,724 2,429 1,649 1,818 

受託一般廃棄物量 t 314 319 521 511 299 

一般廃棄物排出量 kg 19.3 18.3 20.4 21.9 23.5 

水使用量 ㎥ 35 68 62 51 56 

備考 年度は当初月の年を表し、12 月から翌年 11 月までの期間を示す。 

エコアクション 21ガイドライン 2017 年版に基づき、2021 年度に CO2 の

排出係数を更新。 

 

２．環境経営目標とその実績 

項目 単位 

2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

実績 

基準年 

目標 

対基準年 

実績 

対基準年 

評

価 

目標 

対基準年 

実績 

対基準年 

評

価 

目標 

対基準年 

実績 

対基準年 

評

価 

チップ生産量 ｔ 5,362 ― 4,449 ― ― 3,982  ―   

二酸化炭素排出量 

（生産量当り） 
㎏₋CO2/t 30.20 

29.90 

1％削減 

25.68 

-14.97％ 
〇 

29.60 

2％削減 

27.05 

-10.43％ 
〇 

29.29 

3％削減 
  

受託産業廃棄物の

リサイクル率 
% 

100.0 

 

100.0 

維持 

100.0 

 
○ 

100.0 

維持 

100.0 

維持 
〇 

100.0 

維持 
  

一般廃棄物排出量 

（生産量当り） 
Kg/t 

0.0038 

 

0.038 

維持 

0.0049 

28.95％ 
× 

0.0038 

維持 

0.0059 

維持 
× 

0.0038 

維持 
  

水使用量 

（生産量当り） 
㎥/t 

0.0116 

 

0.0115 

1％削減 

0.0114 

-0.017％ 
〇 

0.0114 

2％削減 

0.0140 

20.69％ 
× 

0.0113 

3％削減 
  

備考 購入電力の排出係数は、2023 年 1月 24 日、環境省・経済産業省公表の 

(株)ENEOS 調整後排出係数（残差）0.452 ㎏₋CO2/kＷh を使用。 
PRTR 制度対象化学物質の取扱はないため化学物質の環境経営目標は設定しない 

   二酸化炭素排出量に占める項目（電力、軽油、灯油、混合油） 
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（１）二酸化炭素排出量の削減 

バックホー、自走式破砕を 2023 年に最新型に更新したため、燃費の

向上および排ガスのクリーン化が実現できたことによる二酸化炭素排

出量削減が図られた。 

機器選定時には省エネルギー化を検討の上で更新を行う。 

 

 

（２）一般廃棄物排出量の削減 

1 か月あたりの排出量は数ｋｇであり、目標値を超過しているのは、

十グラム単位である。 

委託先の一般廃棄物処理施設では、燃え殻の再生が実施されており直

接埋め立てはされていない。 

次回目標設定時には目標値設定の見直しを検討する。 

 

（３）水使用量の削減 

屋外での破砕作業時の飛散防止対策による散水は天候に大きく左右さ

れる。また、保管時の飛散防止のための散水量の増加もある。 

将来的には破砕施設を屋内に設置することを検討するなどが必要にな

る。 

出しっぱなしなどは今後も注意していく。 

 

（４）受託廃棄物のリサイクル率の向上 

リサイクル率は、基準年から現在まで 100％を維持している。 

今後も、リサイクル率 100％を維持出来るようにする。 

 

 

 

Ⅴ．環境経営計画とその取組結果、次年度の環境経営目標及び環境経営計画 

   

   今年度は一般廃棄物排出量と総排水量以外の項目は環境経営目標を達成

しており、達成手段についても適切に取り組めていた。 

  取組はすべて良好であるが、一般廃棄物排出量と総排水量は原単位を使用

することが実態にそぐわないため、次期 3か年環境経営目標設定時に目標

の見直しを検討する。 

次年度の環境経営目標は継続して実施する。 

  次年度の環境経営計画は継続して実施する。 
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環境経営計画とその取組結果 

目標 目標達成手段(取組内容) 評価 
次年度

継続 

二酸化炭素

排出量の削

減 

事務所、トイレ、工場、屋外の不要照明の消灯、昼休み時の消灯 ○ 〇 

エアコンフィルターの定期的な清掃 ○ 〇 

必要最小限の印刷物作成に努める ○ 〇 

インバーター付きの機器は適正回転数制御に努める ○ 〇 

コンプレッサーは必要十分なライン圧力に低圧化し、作業終了時

にはブレーカーを遮断する 
○ 〇 

コンプレッサーのエア配管のエア漏れチェック ○ 〇 

チッパー機の負荷の適正化、効率化を図る（投入量を適正量にコ

ントロールする） 
○ 〇 

一般廃棄物排

出量の削減 

コピー用紙の削減に努める 〇 〇 

使い捨て容器の持ち込みを最小限にする 〇 〇 

水使用量の

削減 

飛散防止用の散水時には適正な水量、水圧になるようバルブを調

整する 
〇 〇 

必要最小限の洗車に留め、洗車時には節水に努める ○ 〇 

定期的な漏水点検を行う（水道メーター検針時：毎月月末） ○ 〇 

受託廃棄物

のリサイク

ル率向上 

受入時の検収を行い、許可品目のみの受入を徹底する ○ 〇 

常にリサイクルルートの確保に努め、定期修理などの生産（受入）

停止時の対応策をとる 
○ 〇 

リサイクル品使用先の生産計画などの変動要因の把握に努め、安

定的な出荷先を確保する 
○ 〇 

リサイクル品使用先の受入品質を常に把握し、品質確保に努める ○ 〇 

分離槽はこまめに点検し、浮いている木くずの回収を行う ○ 〇 

備考 評価は 〇（実施）、△（一部実施、不十分）、×（未実施）とした 
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Ⅵ．環境関連法規等の遵守状況及び違反、訴訟の有無 

 

法規制一覧表を基に法令の遵守状況を自己点検した結果、環境関連法規への

違反はありません。 

行政機関からの違反等の指摘、改善命令はありません。 

また、当社等に対する地域住民からの苦情および、訴訟についてもありません。 

 

環境関連法規等の遵守評価記録 

環境関連法規 要求事項 
点検 

結果 

廃棄物処理法 

産業廃棄物並びに一般廃棄物の処理及び収集・運搬と積替え保管

基準の遵守、委託基準の遵守、マニフェスト管理（マニフェスト

交付収集、及び処理 10 日以内・保存期間 5年）、マニフェスト交

付状況の年 1回報告等 

遵守 

新潟県産業廃棄物等

の適正な処理の促進

に関する条例 

木くずチップ等その他、県外廃棄物受入協議、委託先の現地確認 

遵守 

新潟県生活環境の保

全等に関する条例 

特定工場、特定施設の設置に関わる届出、規制基準の遵守 
遵守 

古物営業法 盗品等の売買防止 遵守 

消防法 
消防の設備設置、点検、報告、火災の予防、警戒及び鎮圧、火災

又は地震等の災害による被害の軽減に努める 
遵守 

村上市火災予防条例 
指定数量未満の危険物保管の扱い、指定可燃物の貯蔵、届出並び

に取扱基準の遵守 
遵守 

村上市公害防止協定 公害防止に関する協議及び公害防止協定の締結 遵守 

道路運送車両法 
日常点検及び定期点検の実施を徹底し、自動車の安全性の確保及

び公害の防止その他の環境の保全に努める 
遵守 

騒音規制法 

特定工場、特定施設を設置している事業所は規制基準を遵守 

特定施設の変更届（騒音等が増加しない場合はこの限りではな

い） 

遵守 

振動規制法 
特定工場、特定施設を設置している事業所は規制基準を遵守 

特定施設の変更届 
遵守 

自動車リサイクル法 引取業者への使用済み自動車の引き渡し義務 遵守 

フロン排出抑制法 第一種特定製品の簡易点検の実施及びその記録 遵守 

オフロード法 
特定特殊自動車は、基準適合表示等が付されていなければ使用で

きない 
遵守 

下水道法 下水道への接続・放流義務等 遵守 
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Ⅶ．代表者による全体の評価と見直し結果 

 

全体の評価 

各数値の把握はしっかりと行われています。活動計画の取組みも実行されて

いますので評価できます。チェック、見直しを行いＰＤＣＡサイクルを実行する

ことが習慣になるようにしてください。 

毎月、水道メーターをチェックし、漏水の有無や極端な数値の増減がないか注

視してください。 

2022 年度より環境経営目標を変更しましたが、一般廃棄物の排出量及び総排

水量が未達成となっています。総排水量自体は基準年度の 2021 年度より減少し

ていますが、目標値として原単位（生産量当り）を使用して算出しているため未

達成となっています。 

目標達成状況が未達成ではあるものの、取組の姿勢は間違っていませんので

目的意識を持って取り組み、更に効率的な活動により目標達成を目指してくだ

さい。 

 

見直しの結果 

環境経営方針 

 当面は変更なし 

環境経営目標 

 2022 年度から 2024 年度の環境経営目標を策定した。この現環境経営目標は見

直しの必要性はない。 

環境経営計画 

 現環境経営計画を継続して実施する。 

実施体制   

 当面は変更なし 

その他環境経営システム 

当面は変更なし 


